
- 1 - 

 

 

わかやま農商工連携ファンド事業助成金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 公益財団法人わかやま産業振興財団（以下「財団」という｡ ）は、和歌山県（以下「県」という。）「わかや

ま農商工連携ファンドによる支援事業計画」（以下「支援事業計画」という。）の趣旨に鑑み、元気で活力ある和

歌山経済の実現を目指し、県内の中小企業者等と県内の農林漁業者との連携（以下「農商工連携」という。）の

促進及び地域経済の振興を図るため、わかやま農商工連携ファンド事業実施要領(以下「要領」という。)第１６条

の規定に基づき、第３条に規定する事業（以下「助成事業」という。）に対し、予算の範囲内で助成金を交付する

ものとし、その交付に関しては、公益財団法人わかやま産業振興財団補助金等交付規則（以下「交付規則」とい

う。）及びこの要綱の定めるところによる。 

 

 （助成事業の対象者） 

第２条 助成事業の対象者は、中小企業者等と農林漁業者の連携体とする。 

２ 前項の中小企業者等は、県内に事業所を有し、次のいずれかに該当する者とする。 

(１)  中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項の規定に基づく中小企業者（農

林漁業者を除く。） 

(２) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項の規定に基づく特定非営利活動法

人 

(３) 上記の資格を有する者によるグループ（農林漁業者を除く。） 

３ 第１項の農林漁業者は、県内で生産活動を行い、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に

関する法律（平成２０年法律第３８号）第２条第２項の規定に基づく農林漁業者とする。 

４ 第１項の連携体は、中小企業者等と農林漁業者が連携し、中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動

の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号）第２条第３項の規定に基づく経営資源を互いに活用して新

商品開発等に取り組むものであり、もって地域経済の活性化に資するものとする。 

 

 （助成事業の内容） 

第３条 助成事業の内容は、支援事業計画に規定する県内の農商工連携の促進及び地域経済の振興に寄与する

事業であって、中小企業者等と農林漁業者の連携体が取り組む次に掲げる事業とする。ただし、国庫補助金及び

県補助金の対象事業は、本助成金交付事業の対象とならないものとする。 

 (１)  新商品や新サービスの開発事業 

 (２)  新たな生産方法や新たな販売方法の開発事業 

 

 （助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は、助成事業を適切に実施するために必要な経費であって、次に掲げるものとする。 

（１） 委員、講師、調査研究員等の外部専門家に対する謝金 

（２） 委員、講師、調査研究員等の外部専門家の旅費（助成対象事業者の役職員は含まない。） 

（３） 会議費、会場借上料、会場整備費、印刷製本費（報告書等の作成費）、資料購入費、通信運搬費、

集計・分析費、調査・開発研究費、広告宣伝費、翻訳料、原稿料、無形固定資産購入・開発費、消耗品
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費、機械装置・工具器具費（研究開発に係るもののみ対象とする）、機器借上料、借損料、雑役務費等の

事務経費 

（４） 調査研究、開発研究等の委託費（その事業のすべてを委託するものを除く。） 

（５） 第１号から前号までの支出に伴う消費税及び地方消費税 

 

 （助成事業の選定基準） 

第５条 財団は、支援事業計画に掲げる選定基準を総合的に勘案し、予算の範囲内で助成事業を選定するものと

する。なお、選定基準は、原則として次のとおりとする。 

（１） 新規性、革新性 

（２） 市場性、優位性 

（３） 実現性 

（４） 経営体制・連携体の連携度 

（５） 地域への貢献度 

 

 （助成期間） 

第６条 助成事業の助成期間は、第１０条第６項の規定に基づく助成事業の交付の決定日を起点として、原則と

して当該年度の２月末までとする。ただし、翌年度の助成事業の継続に限り、第１０条第６項の承認を得た場合

は、翌年度の２月末までとする。 

 

 （助成率） 

第７条 助成事業の助成率は、原則として３分の 2 以内とする。 

 

 （助成額） 

第８条 第３条の助成事業に対する助成額は、原則として１事業につき５０万円以上３００万円以内とする。 

 

 （助成事業の事業計画書の提出等） 

第９条 助成金の交付を申請しようとする者（以下「助成申請者」という。）は、わかやま農商工連携ファンド事業助

成金事業計画書（別記第１号様式（以下「計画書」という。）に財団理事長（以下「理事長」という。）が別に

指定する書類を添えて、その指定する期日までに理事長に提出しなければならない。 

なお、計画書を提出するに当たって、当該助成金に係る仕入れに係る消費税等相当額 (助成対象経費に含ま

れる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部

分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金

額。以下「消費税等仕入控除税額」という。）がある場合には、これを減額して提出しなければならない。ただし、提

出時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

（助成金の交付決定等） 

第１０条 理事長は、計画書の提出があったときは、別途制定の要綱に基づき第１次審査（書面審査）を行い、第

２次審査（プレゼンテーション審査）の対象事業を選定し、第１次審査結果通知書（別記第２号様式）により、



- 3 - 

 

当該助成申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により、第２次審査（プレゼンテーション審査）の対象事業として選定された助成申請者は、理事長

が別に定める日までに、わかやま農商工連携ファンド事業助成金交付申請書（以下「交付申請書」という。）（別

記第３号様式）を理事長に提出しなければならない。 

３ 前項の期日までに、助成申請者が理事長に交付申請書を提出しない場合は、交付申請を破棄したものとみなす。 

４ 助成申請者は、第２項の規定による交付申請書を提出するに当たって、消費税等仕入控除税額を減額して提

出しなければならない。ただし、提出時において消費税等仕入税額控除が明らかでないものについてはこの限りではな

い。 

５ 理事長は、第２項の規定による交付申請書の提出があったときは、別途制定の要綱に基づき第２次審査（プレ

ゼンテーション審査）を行うものとする。 

６ 理事長は、前項の規定による第２次審査（プレゼンテーション審査）において、その内容について審査し選定され

たものについて、要領第１５条２号の規定に基づき、知事の承認を得て、助成金の交付の決定（以下「交付決定」

という。）を行い、わかやま農商工連携ファンド事業助成金交付決定通知書（別記第４号様式）により、当該助

成申請者に通知するものとする。 

７ 理事長は、前項の交付決定に当たっては、第４項本文の規定により助成金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額を減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該消費税及

び地方消費税仕入控除税額を減額するものとする。 

８ 理事長は、第４項ただし書による交付申請がなされたものについては、助成金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額について、助成金の額の確定において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うも

のとする。 

９ 理事長は、第６項の交付決定に当たっては、助成金の額の千円未満を切り捨てるものとする。 

１０ 理事長は、第６項の交付決定に当たっては、次の各号に掲げる条件を付するものとする。 

（１） 次のいずれかに該当する場合には、あらかじめ理事長の承認を受けること。 

ア 助成事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合 

イ 助成事業に要する経費総額又は経費の配分の変更（いずれも軽微な変更を除く。）をする場合 

ウ 助成事業を中止又は廃止する場合 

（２） 助成事業は、第６条の規定に基づく助成期間内に完了しなければならない。 

（３） 助成事業が指定の期間内に完了しない場合またはその遂行が困難となった場合は理事長に報告し、その指

示を受けること。 

（４） 別途通知する「助成事業実施における留意事項について」に定められた事項を遵守すること。 

 

 （助成金の交付の除外要件） 

第１０条の２ 理事長は、助成申請者（法人にあっては、その役員を含む。）が和歌山県暴力団排除条例（平成

２３年和歌山県条例第２３号）第２条第３号の暴力団員等若しくは同条第１号の暴力団若しくは同条第２

号の暴力団員と密接な関係を有する者（以下、「暴力団関係者等」という。）に該当する場合、又は禁錮以上の

刑に処せられ、その刑の執行を終わらない者若しくはその刑の執行を受けることのなくなるまでの者に該当する場合は、

交付決定を行わないことができる。 
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 （申請の取下げ） 

第１１条 第１０条第６項の規定による通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、当該通知に係る交付

決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日の翌日から１５日以内に、申請の

取り下げをすることができる。 

２ 助成金の交付の申請をした者は、第１０条第６項の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る助

成事業着手前に助成事業を実施しないことを決定した場合には、速やかに申請の取下げをしなければならない。 

３ 前２項の規定による申請の取り下げは、交付規則第９条第３項の規定に基づくわかやま農商工連携ファンド事

業助成金交付申請取下げ書（別記第５号様式）を理事長あて提出することによって行うものとし、財団に到達し

たことをもって当該申請に係る交付決定はなかったものとみなす。 

 

 （助成事業の内容、経費総額又は経費の配分の変更） 

第１２条 助成事業者は、助成事業の内容、経費総額又は経費の配分を変更しようとするときは、速やかに、交付

規則第１４条第１項の規定に基づくわかやま農商工連携ファンド事業助成金に係る助成事業の（内容、経費総

額又は配分）変更承認申請書（別記第６号様式）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。ただ

し、軽微な変更については、この限りではない。 

２ 前項のただし書に規定する軽微な変更とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

（１） 助成事業に要する経費の２０パーセント未満の減少となる内容の変更をする場合。 

（２） 第９条に定める収支予算書の２支出の部の区分（目）の相互間におけるいずれか低い額の２０パーセン

ト未満の経費の配分の変更をする場合。 

（３） 助成事業の遂行に支障がなく、事業計画の細部の内容のを変更をする場合。 

３ 理事長は、第１項の申請に対し、申請事項を承認すべきものと認めたときは、その旨をわかやま農商工連携ファンド

事業助成金に係る助成事業の（内容、経費総額又は配分）変更承認通知書（別記第７号様式）により、当

該申請者に通知するものとする。 

 

 （助成事業の中止又は廃止） 

第１３条 助成事業者は、助成事業を中止し、又は廃止しようとするときは、速やかに交付規則第１５条第１項に

規定するわかやま農商工連携ファンド事業助成金に係る中止承認申請書（別記第８号様式）又はわかやま農商

工連携ファンド事業助成金に係る廃止承認申請書（別記第９号様式）を理事長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

２ 理事長は、前項の申請に対し、やむを得ないと認めるときは、その旨をわかやま農商工連携ファンド事業助成金に

係る助成事業の中止（廃止）承認通知書（別記第１０号様式）により、当該申請者に通知するものとする。 

なお、中止承認を行ったものについては、該当申請に係る交付決定はなかったものとみなす。 

 

 （助成事業遂行の義務） 

第１４条 助成事業者は、助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管理者の注意を持って

助成事業を行わなければならない、。また助成金を他の用途へ使用してはならない。 

２ 助成事業者は、助成事業を行うに当たり、暴力団関係者等と契約を締結してはならない。 
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 （助成事業の遂行状況の報告等） 

第１５条 助成事業者は、助成事業の遂行状況について、わかやま農商工連携ファンド事業遂行状況報告書（別

記第１１号様式）を理事長に対し、その指定する期日までに提出しなければならない。 

２ 助成事業者は、助成事業が予定の期間内に完了する見込みがない場合又は助成事業の遂行が困難となった場

合は、速やかにわかやま農商工連携ファンド事業遂行困難状況報告書（別記第１２号様式）を理事長に提出し

て、その指示を受けなければならない。 

 

 （助成事業の実績報告） 

第１６条 助成事業者は、助成事業が完了したとき（助成事業の廃止の承認を受けたときを含む。以下同じ）は、

完了日から３０日以内に、交付規則第１６条第１項に規定するわかやま農商工連携ファンド事業実績報告書

（別記第１３号様式）に助成事業実績書、収支決算書、その他理事長が必要と認める書類を添え、理事長に

提出しなければならない。 

２ 前項の規定に基づく実績報告を行うに当たっては、助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が

明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

 （是正のための措置） 

第１７条 理事長は、助成事業の完了に係る前条の実績報告を受けた場合において、当該事業の成果が交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該事業内容等に適合させるための措置を執るべきこと

を当該助成事業者に命ずることができる。 

２ 前項の規定は、第１３条第１項の報告を受けた場合にも準用する。 

３ 助成事業者は、第１項の措置が完了したときは、前条の規定に従って実績報告をしなければならない。 

 

 （助成金の額の確定） 

第１８条 理事長は、第１６条第１項及び前条第３項の規定による実績報告を受けた場合において、当該報告に

係る書類の審査及び原則としてこれに基づいて行う現地調査等により当該事業の成果が交付決定の内容及びこれ

に付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき助成金の額を確定し、わかやま農商工連携ファンド事業助成金

額確定通知書（別記第１４号様式）により当該助成事業者に通知するものとする。 

 

 （交付決定の取消し） 

第１９条 理事長は、助成事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該交付決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

（１）交付規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

（２）助成金を助成事業以外の用途に使用したとき。 

（３）交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

（４）助成事業者が第１０条の２に規定する助成金の交付の除外要件に該当することが判明したとき。 

（５）助成事業者が第１４条第２項の規定に違反したとき。 

（６）偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

２ 理事長は、前項の取消しの決定を行った場合には、その旨をわかやま農商工連携ファンド事業助成金交付決定取
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消通知書（別記第１５号様式）により当該助成事業者に通知するものとする。 

 

 （助成金の返還） 

第２０条 理事長は、前条第１項の規定により交付決定を取り消した場合において、助成事業の当該取り消しに係

る部分に関し、すでに助成金が交付されているときは、当該決定の日の翌日から１５日以内の期限を定めて、その

返還を命ずるものとする。 

 

 （加算金及び延滞利息） 

第２１条 助成事業者は、前条の規定により助成金の返還を命じられたときは、その命令に係る助成金受領の日から

納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した加算金を財団に納

付しなければならない。 

２ 助成事業者は、前条第１項の規定により、助成金の返還を命じられ、これを期限までに納付しなかったときは、納

付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延

滞利息を財団に納付しなければならない。 

 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還） 

第２２条 助成事業者は、助成事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、交付規則第２４条第１項に規定するわかやま農商工連携ファ

ンド事業助成金に係る助成事業の消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（別記第１６号様式）によ

り遅滞なく理事長に報告しなければならない。 

２ 理事長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部の

返還を命ずることができる。 

３ 前項に規定する消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の返還についての返還期限は、当該命令のなされ

た日から１５日以内とする。 

 

（助成事業の成果に係る評価） 

第２３条 財団は、毎会計年度終了後速やかに、助成事業の成果目標の達成状況について評価しなければならな

い。なお、成果目標は次のとおりとする。 

（１） 助成金交付後３年以内の助成事業の事業化率が３０パーセント以上であること。 

（２） 事業化を果たした年の売上とファンド事業終了後の売上を比較した売上高の増加率が（中小企業者は総

売上高、農林漁業者は当該農林水産物の売上高）中小企業者は４パーセント以上、農林漁業者は２パー

セント以上であること。 

 

 （助成事業の完了後状況報告） 

第２４条 助成事業者は、助成事業完了後も助成金の交付の目的を達成するため、その内容について、事業化及

び収益の拡大に努めなければならない。 

２ 助成事業者は、わかやま農商工連携ファンド事業存続期間内の１０年間において、助成事業完了後の毎会計

年度終了後３０日以内に当該助成事業に係る事業状況について、わかやま農商工連携ファンド事業完了後状況
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報告書（別記第１７号様式）に売上高等状況報告書、その他理事長が必要と認める書類を添え、理事長に提

出しなければならない。 

３ 助成事業者は、前項に係る報告の証拠となる書類を当該報告に係る会計年度の終了後５年間保存しなければ

ならない。 

 

 （財産処分の制限） 

第２５条 助成事業者は、助成事業により取得し、又は効用の増加した１件当たり５０万円以上の財産（以下

「取得財産」という。）を助成事業完了後５年以内（法定耐用年数があるものは、この限りでない。）に、助成金

の交付の目的以外の用途に使用し、他の者に貸付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供し

ようとするときは、あらかじめ交付規則第２５条第２項に規定するわかやま農商工連携ファンド事業助成金により取

得等した財産の処分承認申請書（別記第１８号様式）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は、前項の申請に対し、承認事項を承認すべきと認めたときは、その旨をわかやま農商工連携ファンド事業

助成金により取得等した財産の処分承認決定通知書（別記１９号様式）により通知するものとする。 

３ 理事長は、前項の規定により、当該取得財産等が定める期間を経過している場合を除き、助成事業者が取得財

産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、その収入の全部又は一部を納付させることができ

る。 

４ 助成事業者は、第１項に係る承認の対象となる財産に係る台帳を備え、助成事業完了後５年間、保存しておか

なければならない。 

 

 （収益納付） 

第２６条 助成事業者は、助成事業完了後５年間、毎会計年度終了後３０日以内にわかやま農商工連携ファン

ド事業企業化状況報告書（別記第２０号様式）を理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、前項の規定によるわかやま農商工連携ファンド事業企業化状況報告書により、当該助成事業者に相

当の収益が生じたと認められる場合、当該助成金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した助成金の全部

又は一部に相当する金額を財団に納付させることができる。 

 

（立入検査等） 

第２７条 理事長は、助成事業の適正を期すため必要があるときは、助成事業者に対して報告させ、又は財団職員

にその事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

 

 （助成金の支払、請求） 

第２８条 助成事業者は、第１８条の額の確定を受けたのち、助成金の交付を受けようとするときは、交付規則第１

９条第１項に規定するわかやま農商工連携ファンド事業助成金請求書（別記第２１号様式）を理事長に提出

しなければならない。 

 

（帳簿等の備付け） 

第２９条 助成事業者は、当該助成事業に係る経理について収支の状況を明らかにした帳簿を備え、かつ、収支につ

いての証拠書類を整理し、当該助成事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならな
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い。 

 

 （補則） 

第３０条 この要綱に定めるもののほか助成金交付に関して必要な事項は、別に定める。 

２ 理事長及び助成事業者は、助成金の交付等に関して知事から指示がある場合は、その指示に従わなくてはならな

い。 

 

附 則 

この要綱は、平成２１年６月１９日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、平成２３年度以前に交付決定を受けた事業にあって

は、改正要綱第６条の規定にかかわらず、助成期間は３年以内とする。 

附 則 

この要綱は、平成２７年６月１０日から施行する。ただし、施行日以前に交付決定を受けた助成事業のうち、施

行日において助成事業が完了していないもの（中止又は廃止したものを除く。）について、この要綱を適用することによ

り助成事業の遂行に著しく支障をきたすものと認められる場合は、交付決定日において有効な要綱の該当条項を適用

する。 

附 則 

この要綱は、令和元年１２月４日から施行する。ただし、施行日以前に交付決定を受けた助成事業のうち、施行

日において助成事業が完了していないもの（中止又は廃止したものを除く。）について、この要綱を適用することにより

助成事業の遂行に著しく支障をきたすものと認められる場合は、交付決定日において有効な要綱の該当条項を適用す

る。 

附 則 

この要綱は、令和２年１０月１日から施行し、令和３年度予算に係る助成金から適用する。この要綱の施行日

以前にこの要綱の規定により交付決定を受けた助成金については、なお従前の例による。 

附 則 

この要綱は、令和４年１０月１８日から施行する。 

 


